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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部にプラズマが励起される容器と、
　当該容器内にプラズマを励起させるために必要なマイクロ波を供給するマイクロ波供給
システムと、
　当該マイクロ波供給システムに接続され、前記容器の内部に向かって開口する複数のス
ロットが軸方向に所定のピッチで配置された矩形導波管と、
　前記矩形導波管の軸方向に１つのスロットを覆うと共に、前記矩形導波管の軸方向と垂
直方向に複数のスロットを跨ぐ大きさの形状の誘電体板であって、前記矩形導波管の軸方
向に前記スロットのピッチとほぼ等しいピッチで互いに間隔をおいて設置され、前記スロ
ットから放出されるマイクロ波をプラズマに伝搬させる複数の誘電体板と、
　前記各誘電体板の周囲を取り囲むように設けられ、前記各誘電体板を保持する導体の仕
切り部材と、
　前記仕切り部材に設けられた内部にガスを放出するための複数のガス放出穴と、
　当該複数のガス放出穴に連結され、前記矩形導波管の導波路に平行に配置されたガス流
路とを有し、更に、
　前記矩形導波管は、当該矩形導波管のＨ面の幅を実効的に変化させることにより、当該
矩形導波管内を伝搬するマイクロ波の波長を外部から調節する手段を備えていることを特
徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
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　前記矩形導波管を構成する導体壁の一部を、当該矩形導波管の外部から移動させるよう
構成されていることを特徴とする、請求項１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項３】
　前記複数のスロットは、前記矩形導波管のＨ面（広壁面）に設けられており、当該矩形
導波管のＥ面（狭壁面）管壁に沿って当該矩形導波管の外部から移動可能なプランジャを
有することを特徴とする、請求項２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４】
　前記矩形導波管内に挿入された複数のロッドを備え、当該矩形導波管の外部から各々の
当該ロッドを移動させるよう構成されていることを特徴とする、請求項１に記載のプラズ
マ処理装置。
【請求項５】
　前記矩形導波管内に第１の誘電体部材を備え、当該矩形導波管の外部から当該第１の誘
電体部材を移動させるよう構成されていることを特徴とする、請求項１に記載のプラズマ
処理装置。
【請求項６】
　内部にプラズマが励起される容器と、
　当該容器内にガスを供給するガス供給システムと、
　当該容器内にプラズマを励起させるために必要なマイクロ波を供給するマイクロ波供給
システムと、
　当該マイクロ波供給システムに接続され、前記容器の内部に向かって開口する複数のス
ロットが軸方向に所定のピッチで配置された１または２以上の矩形導波管と、
　前記矩形導波管の軸方向に１つのスロットを覆うと共に、前記矩形導波管の軸方向と垂
直方向に複数のスロットを跨ぐ大きさの形状の誘電体板であって、前記矩形導波管の軸方
向に前記スロットのピッチとほぼ等しいピッチで互いに間隔をおいて設置され、前記スロ
ットから放出されるマイクロ波をプラズマに伝搬させる複数の誘電体板と、
　当該容器内に収容され被処理基板が置かれる載置台と、
　当該矩形導波管毎に設けられた複数の当該誘電体板と、隣り合う当該誘電体板の間に、
前記各誘電体板を取り囲むように設けられ、少なくとも一部が導体によって形成された仕
切り部材とを備え、
　当該仕切り部材は、前記誘電体板から前記載置台の方向に隆起している部分を有し、前
記仕切り部材には、前記容器の内部にガスを放出するための複数のガス放出穴と、当該複
数のガス放出穴に連結され、前記導波管に平行に配置されたガス流路とが設けられている
ことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項７】
　前記容器の内部と外部との間にある気密保持部の少なくとも一部は、前記誘電体板の前
記スロット側の面と当該容器との間に設けられていることを特徴とする、請求項６に記載
のプラズマ処理装置。
【請求項８】
　前記矩形導波管の軸方向における前記スロットのピッチが、前記矩形導波管内を伝搬す
るマイクロ波波長の「１／２」の自然数倍と概ね等しいことを特徴とする、請求項６また
は７に記載のプラズマ処理装置。
【請求項９】
　前記スロットのピッチが、前記波長の「１／２」倍と概ね等しいことを特徴とする、請
求項８に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１０】
　前記スロットの内部の少なくとも一部に、第２の誘電体部材が設けられていることを特
徴とする、請求項６乃至９の一つに記載のプラズマ処理装置。
【請求項１１】
　前記スロットの少なくとも一部に、誘電率の異なる複数の前記第２の誘電体部材が設け
られていることを特徴とする、請求項１０に記載のプラズマ処理装置。
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【請求項１２】
　前記矩形導波管の内部の少なくとも一部に、第３の誘電体部材が設けられていることを
特徴とする、請求項６乃至１１の一つに記載のプラズマ処理装置。
【請求項１３】
　前記スロットは前記矩形導波管のＨ面（広壁面）に開口されていることを特徴とする、
請求項６乃至１２の一つに記載のプラズマ処理装置。
【請求項１４】
　前記スロットは前記矩形導波管のＥ面（狭壁面）に開口されていることを特徴とする、
請求項６乃至１２の一つに記載のプラズマ処理装置。
【請求項１５】
　前記矩形導波管内を伝搬するマイクロ波の波長を、当該矩形導波管の外部から調節する
機能を備えていることを特徴とする、請求項６乃至１４の一つに記載のプラズマ処理装置
。
【請求項１６】
　前記矩形導波管の管壁の一部を、当該矩形導波管の外部から移動させるよう構成されて
いることを特徴とする、請求項１５に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１７】
　前記矩形導波管内に挿入された複数のロッドを備え、当該矩形導波管の外部から各々の
当該ロッドを移動させるよう構成されていることを特徴とする、請求項１５に記載のプラ
ズマ処理装置。
【請求項１８】
　前記矩形導波管内に第１の誘電体部材を備え、当該矩形導波管の外部から当該第１の誘
電体部材を移動させるよう構成されていることを特徴とする、請求項１５に記載のプラズ
マ処理装置。
【請求項１９】
　前記誘電体板の厚さが、当該誘電体板に対面する前記スロットからの距離に応じて設定
されていることを特徴とする、請求項６乃至１８の一つに記載のプラズマ処理装置。
【請求項２０】
　前記仕切り部材と前記載置台との間隔は、前記誘電体板と当該載置台との間隔よりも短
く設定されていることを特徴とする、請求項６乃至１９の一つに記載のプラズマ処理装置
。
【請求項２１】
　請求項１乃至２０のいずれか一つに記載されたプラズマ処理装置を使用して処理を行い
、製品を製造することを特徴とする製品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラズマ処理装置に係わり、特に大面積基板を均一に処理することが可能な
プラズマ処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマ処理法とは、特定のガスをプラズマ化して活性の強いイオンとラジカル（遊離
基）とを発生させ、このイオンとラジカルとを用いて被処理基板表面にエッチング、成膜
、クリーニング、アッシング等の処理を施す加工方法をいい、プラズマ処理装置とは、プ
ラズマ処理法の実施に用いられる装置をいう。ガスをプラズマ化するエネルギーは、電磁
波で与えられることが多い。半導体、太陽電池およびフラットパネルディスプレイなどの
製造工程では、ガスをプラズマ化するエネルギーの媒体として、数ＭＨzから数１０ＭＨz
の高周波を用いた平行平板プラズマ処理装置や、誘導結合プラズマ処理装置が用いられて
いる。２．４５ＧＨzのマイクロ波と８７５ガウスの直流磁場を併用し、プラズマ中の電
子のサイクロトロン運動とマイクロ波の共鳴現象とを用いてガスを効率的にプラズマ化す
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る電子サイクロトロン共鳴プラズマ装置も知られている。
【０００３】
　近年、共鳴現象を用いなくてもマイクロ波の印加のみで高密度プラズマを効率的に生成
しうることが判明し、そのプラズマを用いたプラズマ処理法やプラズマ処理装置が注目さ
れている。この種のプラズマ装置としては、矩形導波管に導入されたマイクロ波を導波管
の開口部（スロットと呼ばれる）を通して誘電体板に伝搬させ、真空容器内に導入された
ガスをプラズマ化する装置が、特許文献１（特開２００５－１４１９４１号）により知ら
れている。このような手法によりマイクロ波で励起されたプラズマは、高周波で励起され
たプラズマと比較してプラズマ密度が高く電子温度が低いため、高速でかつ基板に損傷を
与えない優れた処理が行える特長がある。
【０００４】
　導波管の内部には、スロットによる反射や導波管端面の短絡部における反射により生じ
た反射波と入射波とが干渉して定在波が発生する。均一なプラズマを励起するためには、
全てのスロットから均一に効率よくマイクロ波を放出する必要があるため、スロットは定
在波の腹の位置に等間隔に配置される。定在波の腹のピッチは、「ｎ」を自然数とし「λ
g」を導波管内の管内波長として「λg／２」となる。従って、スロット間のピッチを「ｎ
×λg／２」に設定すれば、均一なプラズマを発生させることができる。
【０００５】
　ところが、真空容器に導入するガスの種類や圧力、マイクロ波電力等を変えると、管内
波長が変化する。管内波長が最適値からずれると、各々のスロットから放出されるマイク
ロ波の強度が不均等になり、プラズマの均一性が悪化してしまう。このため、均一なプラ
ズマが得られる条件が限定されてしまうという問題がある。
【０００６】
　また、実際の管内波長は、導波路の各部寸法や誘電率、接触部のインピーダンスのばら
つき、周波数のばらつき等により、設計値と完全には一致しないし、装置毎にばらついて
しまうのが一般的である。特に大型のプラズマ処理装置では、導波管が長く導波管毎のス
ロット数が多いため、管内波長の最適値からのずれがプラズマの均一性に大きな影響を与
える。従って、使用される条件が限定されていたとしても、常に均一なプラズマを発生さ
せることは難しく、特に装置毎に特性がばらついてしまうという問題がある。半導体、太
陽電池、およびフラットパネルディスプレイなどの基板は大面積化する一方であり、プラ
ズマ処理装置も大型化している。プラズマの均一性にかかわるこれらの問題が、今後ます
ます顕在化することは明らかである。
【０００７】
　プラズマ処理中には、プラズマ中のイオンの入射により誘電体板の温度が上昇して（４
００℃を超えることもある）誘電体板が膨張する。誘電体板が膨張して隣接する部材と接
触すると、膨張が抑えられて誘電体板に過大な応力がかかるので、誘電体板が割れてしま
うことがある。このため、誘電体板と隣接する部材との間には、所望の隙間が必要である
。誘電体板が大きいほど膨張分が増加するため、大きな誘電体板に対しては、その隙間を
大きく設定しなければならない。
【０００８】
　一方、この隙間がある程度以上大きくなると（例えば０．１ｍｍ以上）、隙間において
意図しないプラズマが発生してしまうという問題が生じる。隙間においてプラズマが発生
すると、マイクロ波のエネルギーが無駄に使われるためプラズマ生成効率が低下するばか
りでなく、プラズマの均一性や安定性が著しく損なわれる。基板の大面積化に伴い、誘電
体板も大面積化する。誘電体板と隣接する部材との間の隙間でプラズマが発生する問題が
、ますます顕在化することは明らかである。
【０００９】
　プラズマ処理においては、真空容器内のガスの流れが処理の均一性に影響を与えるため
、真空容器内へのガスの導入方法が重要である。特に成膜処理においては、プラズマ処理
に必要なガスを被処理基板全面に渡って均一に放出しないと均一な成膜が行えない。
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【００１０】
　ところが、例えば、特許文献２（特開平９－６３７９３号）に記載のプラズマ処理装置
では、被処理基板の周囲からガスを導入する構成になっているため、被処理基板の中央部
においてガスの停留部が生じてしまう。このため、均一な処理が行えず、限られた用途に
しか使用できないという問題がある。
【００１１】
　一方、特許文献３（特開２００１－４９４４２号）に記載の装置では、誘電体板が多数
のガス放出穴を備えるシャワープレートとなっており、被処理基板全面にわたって均一に
ガスを放出することができる。ところが、誘電体板はプラズマ処理中に強いマイクロ波に
晒されるため、誘電体板に開口されたガス放出穴の内部で意図しないプラズマが発生して
しまうことがある。ガス放出穴の内部でのプラズマの発生を抑制するには、ガス放出穴の
直径を小さくすればよい。実使用条件では、例えば直径を０．１ｍｍ以下にすればよい。
しかし、セラミックや石英といった硬い材料からなる誘電体板に、このように小さな穴を
均一に多数開口するには高度な技術が必要であり、コストと時間とを要する。また、プラ
ズマ処理中に膜が付着してガス放出穴が塞がれてしまうという問題も生じる。
【００１２】
【特許文献１】特開２００５－１４１９４１号公報
【特許文献２】特開平９－６３７９３号公報
【特許文献３】特開２００１－４９４４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　解決しようとする課題は、被処理基板が大面積化した際、均一な処理ができないことで
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明では、上記課題を解決するため、内部にプラズマが励起される容器と、当該容器
内にプラズマを励起させるために必要なマイクロ波を供給するマイクロ波供給システムと
、当該マイクロ波供給システムに接続され、複数のスロットが開口された導波路と、当該
スロットから放出されたマイクロ波をプラズマに伝搬させる誘電体板とを備えたプラズマ
処理装置であって、当該導波路内を伝搬するマイクロ波の波長を、当該導波路の外部から
調節する手段を備えていることを特徴とするプラズマ処理装置が提供される（請求項１）
。
【００１５】
　好ましくは、前記導波路を構成する導体壁の一部を、当該導波路の外部から移動させる
よう構成されていてもよい（請求項２）。前記導波路は矩形導波管であり、当該導波管の
Ｅ面（狭壁面）管壁の少なくとも一部を、当該導波管の外部から移動させるよう構成され
ていてもよい（請求項３）。前記導波路内に挿入された複数のロッドを備え、当該導波路
の外部から各々の当該ロッドを移動させるよう構成されていてもよい（請求項４）。前記
導波路内に第１の誘電体部材を備え、当該導波路の外部から当該第１の誘電体部材を移動
させるよう構成されていてもよい（請求項５）。前記マイクロ波供給システムが供給する
マイクロ波の周波数を変えることにより、前記波長が調整されるよう構成されていてもよ
い（請求項６）
　また、本発明によれば、内部にプラズマが励起される容器と、当該容器内にガスを供給
するガス供給システムと、当該容器内にプラズマを励起させるために必要なマイクロ波を
供給するマイクロ波供給システムと、当該マイクロ波供給システムに接続され、複数のス
ロットが開口された１または２以上の導波管と、当該スロットから放出されたマイクロ波
をプラズマに伝搬させる複数の誘電体板と、当該容器内に収容され被処理基板が置かれる
載置台とを備えたプラズマ処理装置であって、当該導波管毎に複数の当該誘電体板が設け
られており、隣り合う当該誘電体板の間には少なくとも一部が導体からなる仕切り部材が
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設けられていることを特徴とするプラズマ処理装置が提供される（請求項７）。
【００１６】
　好ましくは、複数の前記導波管を設けてもよい（請求項８）。前記容器内部と外部との
間にある気密保持部の少なくとも一部は、前記誘電体板の前記スロット側の面と当該容器
との間に設けられていてもよい（請求項９）。前記誘電体板間の前記導波管内を伝搬する
マイクロ波の進行方向のピッチと、前記スロット間の当該進行方向のピッチとが、概ね等
しく設定されていてもよい（請求項１０）。前記スロット間の前記進行方向のピッチが、
前記導波管内を伝搬するマイクロ波波長の「１／２」の自然数倍と概ね等しく設定されて
いてもよい（請求項１１）。前記スロット間の前記進行方向のピッチが、前記波長の「１
／２」倍と概ね等しく設定されていてもよい（請求項１２）。前記スロットの内部の少な
くとも一部に、第２の誘電体部材が設けられていてもよい（請求項１３）。前記スロット
の少なくとも一部に、誘電率の異なる複数の前記第２の誘電体部材が設けられていてもよ
い（請求項１４）。前記導波管の内部の少なくとも一部に、第３の誘電体部材が設けられ
ていてもよい（請求項１５）。前記導波管は矩形導波管であり、前記スロットは当該導波
管のＨ面（広壁面）に開口されていてもよい（請求項１６）。前記導波管は矩形導波管で
あり、前記スロットは当該導波管のＥ面（狭壁面）に開口されていてもよい（請求項１７
）。前記導波管内を伝搬するマイクロ波の波長を、当該導波管の外部から調節するする機
能を備えていてもよい（請求項１８）。前記導波管の管壁の一部を、当該導波管の外部か
ら移動させるよう構成されていてもよい（請求項１９）。前記導波管内に挿入された複数
のロッドを備え、当該導波管の外部から各々の当該ロッドを移動させるよう構成されてい
てもよい（請求項２０）。前記導波管内に第１の誘電体部材を備え、当該導波管の外部か
ら当該第１の誘電体部材を移動させるよう構成されていてもよい（請求項２１）。前記誘
電体板の厚さが、当該誘電体板に対面する前記スロットからの距離に応じて設定されてい
てもよい（請求項２２）。前記仕切り部材と前記載置台との間隔は、前記誘電体板と当該
載置台との間隔よりも短く設定されていてもよい（請求項２３）。前記仕切り部材は、前
記ガス供給システムから導入されたガスを前記容器内に放出するためのガス放出機能を備
えていてもよい（請求項２４）。前記仕切り部材は、前記容器内にガスを放出するための
複数のガス放出穴を備えていてもよい（請求項２５）。前記仕切り部材は、前記ガス供給
システムから導入されたガスを複数の前記ガス放出穴に導くためのガス流路を備えていて
もよい（請求項２６）。
【００１７】
　また、これらのプラズマ処理装置を使用して処理を行い、製品を製造する方法が提供さ
れる（請求項２７）。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、管内波長を導波路の外部から調整する手段を設け、その手段により導
波路の管内波長を調整することにより、ガスの種類や圧力、マイクロ波電力等の使用条件
が変わっても管内波長を常に最適値に保つことができる。このため、極めて広範囲な使用
条件において常に均一なプラズマを発生させることができる。例えば、使用条件を連続的
に変えながら行う処理にも柔軟に対応することが可能になる。さらに、プラズマ処理装置
の製造上の様々なばらつきがあっても、管内波長を最適値に設定することができるため、
プラズマ処理装置が大型化しても容易に均一なプラズマが得られる。
【００１９】
　さらに、本発明によれば、複数の導波管を備え、各導波管毎に複数の誘電体板を設けた
ことにより、誘電体板が著しく小型化され、誘電体板の熱膨張の影響が小さくなるため、
誘電体板と隣接する部材との間の隙間を小さく設定することができる。このため、被処理
基板が大面積化しても、誘電体板と隣接する部材との間の隙間で意図しないプラズマが発
生する問題が生じない。
【００２０】
　また、仕切り部材に複数のガス放出穴を設けることにより、ガス放出穴間のピッチを小
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さく設定することができる。このため、被処理基板全面にわたって均一にガスが供給され
、むらのない均一な処理が可能になる。また、仕切り部材は導体からなりかつ接地されて
いるため、ガス放出穴の内部にマイクロ波電界が印加されるので、意図しないプラズマが
発生する問題が生じない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、図面を参照して本発明のプラズマ処理装置を説明するが、本発明はこれらの実施
例に限定されるものではない。
【実施例１】
【００２２】
　図１は本発明のプラズマ処理装置における第１の実施例を示す断面図である。図２は図
１におけるＡ－Ａ断面図、また、図３は図１におけるＢ－Ｂ断面図である。
【００２３】
　真空容器１０１は、例えばアルミニウムからなり、かつ接地された状態になっている。
真空容器１０１の内部には、基板１０７と、基板１０７の載置台１０８とが備えられてい
る。基板１０７は、例えばガラス基板である。載置台１０８と真空容器１０１との間には
ベローズ１０９が設けられており、図面には記載されていない昇降機構により気密を保持
したまま載置台１０８を昇降できるようになっている。真空容器１０１の下部には、真空
容器１０１の外部に設けられた真空ポンプ等により真空容器１０１内部のガスを排気する
ための排気口１１０が設けられている。
【００２４】
　２本の矩形の導波管１０２が互いに平行に、すなわち、Ｈ面（矩形導波管の広壁面）が
基板１０７と平行に配置されている。導波管１０２の一端は短絡面になっており、もう一
端には導波管および分岐を介してマイクロ波供給システム１１３が接続されている。マイ
クロ波供給システム１１３は、例えば、マグネトロン、アイソレーター、入射／反射電力
計および自動整合器からなり、周波数２．４５ＧＨz、最大電力２ｋＷのマイクロ波を発
生させることができる。
【００２５】
　導波管１０２の載置台１０８側の面には、複数のスロット１０３が２列に等間隔に開口
されている。導波管１０２およびスロット１０３の内部は中空になっている。導波管１０
２の載置台１０８側の面には、各導波管１０２毎に２列のスロット１０３に跨って直方体
形状の誘電体板１０４が配置されている。誘電体板１０４は石英からなるが、ムライト、
アルミナ、サファイア、イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等であってもよい。
【００２６】
　スロット１０３を取り囲むようにＯリング１０５が配置されており、真空容器１０１の
気密が保持されている。Ｏリング１０５の内側、スロット１０３、および導波管１０２の
内部は大気で満たされている。
【００２７】
　マイクロ波供給システム１１３で発生したマイクロ波は、分岐を通して２本の導波管１
０２に導入された後、導波管１０２中をＴＥ１０モードで伝搬する。導波管１０２中を伝
搬するマイクロ波の一部は、各々のスロット１０３を通して誘電体板１０４に供給され、
誘電体板１０４全体に拡がる。誘電体板１０４近傍のマイクロ波電界によりプラズマ中の
電子が加速され、プラズマが生成、維持される。
【００２８】
　誘電体板１０４中をマイクロ波が伝搬するものの、スロット１０３の周辺において電界
強度が強くなりやすく、スロット１０３の周辺においてプラズマ密度が高くなる傾向があ
る。この導波管軸に垂直方向のプラズマ密度のむらを抑制するために、誘電体板１０４の
厚さの分布が最適化されている。図１のように、プラズマ密度が高くなりやすいスロット
１０３の周辺では、誘電体板１０４の厚さが厚く、スロット１０３から離れた部分では薄
くなっている。誘電体板１０４の外周部には、仕切り部材１０６に高密度プラズマが直接
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【００２９】
　誘電体板１０４は、上面および側面を金属壁に、下面をプラズマに取り囲まれたマイク
ロ波の導波路を形成している。本実施の形態では、各導波管１０２毎に複数の誘電体板１
０４を設け、誘電体板１０４間のピッチをスロット１０３間のピッチと等しく設定した。
そのため、誘電体板１０４の幅が著しく狭くなっており、誘電体板１０４中を伝搬するマ
イクロ波は、単一モードの矩形導波管に似たモードで伝搬する。このような状態では、誘
電体板１０４の厚さが厚い部分ではマイクロ波電界が主に誘電体板１０４中を通るためプ
ラズマが余り励起されないのに対し、薄い部分ではプラズマ中も通るようになりプラズマ
が盛んに励起される。このように、誘電体板１０４の厚さの分布を最適化することにより
、誘電体板１０４内のプラズマ密度の分布を均一化することができる。
【００３０】
　図４に、導波管軸に垂直方向の基板１０７上の電子密度分布を測定した結果を示す。破
線は厚さが一様な誘電体板を用いた場合、実線は厚さの分布を最適化した誘電体板を用い
た場合の結果である。ガスは「Ａr」を用いた。圧力は１００Ｐaに設定した。
【００３１】
　厚さが一様な誘電体板を用いた場合には、スロット１０３周辺の電子密度が高くなって
おり、導波管軸に垂直方向のプラズマ分布は著しく不均一である。一方、厚さの分布を最
適化した誘電体板を用いた場合には、ほぼ均一な分布が得られている。このように、誘電
体板１０４の厚さ分布の最適化は、均一なプラズマを得るためには極めて有効である。
【００３２】
　本実施の形態では、誘電体板１０４の厚さは、スロット１０３からの距離に対して単調
減少の関係になっているが、単調減少でなくてもかまわない。また、誘電体板１０４の厚
さを導波管軸に垂直な方向に連続的に変化させているが、平坦部を並べて配列して段階的
に変化させてもよい。さらに、導波管軸に垂直な方向にプラズマの濃淡部が移動すること
を防いでプラズマの安定性を高めるために、誘電体板１０４の厚さが変わるステップ部に
隆起部を設けてもよい。
【００３３】
　誘電体板１０４は、例えばアルミニウムからなる仕切り部材１０６で周囲を取り囲まれ
ると同時に保持されている。仕切り部材１０６は導体であるとともに電気的に接地されて
いるため、隣り合う誘電体板１０４間のマイクロ波の伝搬が抑制される。さらに、仕切り
部材１０６と載置台１０８との間隔を、誘電体板１０４と載置台１０８との間隔より短く
設定して仕切り部を隆起させることにより、より確実に誘電体板１０４間のマイクロ波の
伝搬が抑制される。このため、誘電体板１０４内におけるマイクロ波の伝搬の仕方が各誘
電体板毎に独立に決定されるため、制御しやすく均一性と安定性とに優れたプラズマが得
られる。
【００３４】
　導波管１０２の内部には、スロット１０３による反射や端面での反射により生じた反射
波と入射波とが干渉して定在波が発生する。各々のスロット１０３から放出されるマイク
ロ波の強度を均等にするためには、Ｈ面に沿って流れる壁面電流がほぼ極大となる位置に
スロット１０３を配置すればよい。すなわち、スロット１０３間の導波管軸方向のピッチ
、および導波管１０２の端面から直近のスロットまでの距離を、およそ「ｎ×λg／２」
（ｎは自然数、λgは管内波長）とすればよい。本実施例では「ｎ＝１」に設定されてい
るが、「１」以外の自然数であってもよい。
【００３５】
　スロットを備えた矩形導波管の管内波長λgは、次式（１）で表される。
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【数１】

【００３６】
　ここで、「ａ」は導波管のＨ面の幅である。「εｒ」は導波管内の比誘電率であり、本
実施の形態では中空なので「１」である。「λ0」は自由空間中の波長であり、真空中の
光速度ｃ、マイクロ波の周波数ｆとした場合の「ｃ／ｆ」に等しい。本実施の形態では、
マイクロ波の周波数が２．４５ＧＨzであり自由空間中の波長λ0は１２２ｍｍとなる。「
Ｋ」は波長短縮率であり、スロットがなければ「１」で、スロットがあればスロットのイ
ンピーダンスによって決まる実数である。波長短縮率Ｋは、スロット１０３の誘電率、形
状、位置、誘電体板１０４の誘電率、形状、プラズマの誘電率（複素部も含む）等の関数
である。このうち、プラズマの誘電率は、プラズマ中の電子の密度や電子温度、ガスの種
類、圧力等によって決まる。
【００３７】
　従って、真空容器１０１に供給するガスの種類や圧力、マイクロ波電力等を変えると、
波長短縮率Ｋが変化して管内波長λgも変化する。管内波長が最適値からずれると、各々
のスロット１０３から放出されるマイクロ波の強度が不均等になり、プラズマの均一性が
悪化する。このため、種々の条件が変化しても管内波長が一定に保たれるよう、管内波長
を調整する機能を備えていることが望ましい。
【００３８】
　実際の管内波長は、導波路の各部寸法や誘電率、接触部のインピーダンスのばらつき、
および周波数のばらつき等により、設計値と完全には一致しないし、装置毎にばらついて
しまうのが一般的である。特に大型のプラズマ処理装置では、導波管が長く導波管毎のス
ロット数が多いため、管内波長の最適値からのずれがプラズマの均一性に大きな影響を与
える。使用される条件が限定されていてプラズマの誘電率が一定の場合であっても、管内
波長のずれを補正する機能を備えていることが望ましい。
【００３９】
　上記式（１）によれば、管内波長λgは、Ｈ面の幅ａ、導波管内の比誘電率εｒ、およ
びマイクロ波の周波数ｆの関数となっていることが分かる。すなわち、これらの値を変化
させることにより、管内波長λgを調整することができる。
【００４０】
　本実施の形態では、導波管１０２のＥ面（矩形導波管の狭壁面）内側に沿って上下に移
動するプランジャ１１１が設けられている。プランジャ１１１を上下に移動させて導波管
１０２のＨ面の幅ａを実効的に変化させることにより、管内波長λgを調整することがで
きるようになっている。例えば、プランジャ１１１を上方向に移動させると、Ｈ面の幅ａ
が実効的に広くなり、管内波長λgが短くなる。
【００４１】
　プランジャ１１１と導波管１０２との間には、シールドスパイラル１１２が設けられて
おり、これらの間で放電が発生せず、壁面を沿って流れるマイクロ波電流が摺動部におい
ても確実に流れるよう構成されている。
【００４２】
　導波管１０２中を伝搬するマイクロ波は、スロット１０３からエネルギーを放出しなが
ら伝搬するため、端面に近づくに従い次第に減衰する。このため、「λg／２」をスロッ
ト１０３間のピッチに完全に一致させると、条件によっては、スロット１０３から放出さ
れるマイクロ波の強度が端面側において弱くなってしまう場合がある。このような場合に
は、プランジャ１１１の位置を調整して、「λg／２」がスロット１０３間のピッチより
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も僅かに大きくなるように設定するか、あるいは僅かに小さくなるように設定することに
より、マイクロ波導入側のスロット１０３から放出されるマイクロ波の強度を低下させる
。この結果、全体として良好な均一性を得ることができる。このように、本実施の形態で
は、管内波長を調整する機能を備えることにより、極めて広範囲な使用条件において常に
均一なプラズマを発生させることができる。
【００４３】
　本発明のプラズマ処理装置を用いて、導波管１０２のスロット１０３存在面とプランジ
ャ１１１の先端との間隔であるプランジャ位置ｈ（図１参照）を変えたときに、プラズマ
の分布がどのように変化するかを調べた。図５に、導波管軸方向の基板上の電子密度分布
を示す。スロット１０３間のピッチは、７１．０ｍｍに設定した。導入したガスは「Ａr
」で、ガス流量は７００ｓｃｃｍ、圧力は１００Ｐaである。
【００４４】
　プランジャ位置ｈを１２．１ｍｍに設定すると（破線参照）、「λg／２」はスロット
１０３間のピッチと等しい７１．０ｍｍとなる。このとき、基板上の電子密度はマイクロ
波導入側で高く、端面側で低くなっている。次に、プランジャ位置ｈを１７．７ｍｍに設
定すると（実線参照）、「λg／２」はスロット１０３間のピッチよりも若干短い７０．
１ｍｍとなる。このとき、基板上の電子密度はほぼ均一になっている。次に、プランジャ
位置ｈを２４．２ｍｍに設定すると（一点鎖線）、「λg／２」は更に短くなり、６９．
２ｍｍとなる。このとき、基板上の電子密度はマイクロ波導入側で低く、端面側で高くな
っている。このように、プランジャ位置ｈにより導波管軸方向のプラズマの分布が変化し
、またプランジャ位置ｈを変えて管内波長λgを最適化することにより、均一なプラズマ
が得られることが分かる。
【００４５】
　導入ガスや圧力を変えたときにプランジャ位置ｈの最適値がどのように変化するかを調
べた結果を表１に示す。「Ａr」ガスで、流量７００ｓｃｃｍ、圧力１００Ｐaの場合、前
記のようにプランジャ位置ｈが１７．７ｍｍで、「λg／２」が７０．１ｍｍのときに最
も均一なプラズマが得られた。次に、プランジャ位置ｈは変えずに圧力を１０Ｐaに下げ
ると、波長短縮率Ｋが減少して管内波長λgが短くなり、プラズマの均一性が悪化した。
管内波長λgを最適値である７０．１ｍｍに戻すために、プランジャ位置ｈを１５．１ｍ
ｍまで減少させてＨ面の幅ａを実効的に減少させることにより、再び均一なプラズマが得
られた。
【表１】
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【００４６】
　「Ａr」と「Ｏ２」との混合ガス、および「Ａr」と「ＳiＨ４」との混合ガスでも同様
の実験を行った結果、均一なプラズマを得るためのプランジャ位置ｈの最適値は、条件に
より異なることが明らかになった。これは、条件によりプラズマの誘電率が異なるためで
ある。このように、使用条件が変わってもプランジャ位置ｈを変えて波長λgを調整する
ことにより、常に均一なプラズマを得ることができることが実証された。
【００４７】
　図３のように、仕切り部材１０６には、真空容器１０１の内部にガスを放出するための
複数のガス放出穴１１５が設けられている。各ガス放出穴１１５は、ガス流路１１４につ
ながっている。本実施の形態では、６本のガス流路１１４が導波管１０２と平行に配置さ
れている。ガス供給システム１１６から供給されたガスは、六つの経路に分岐された後に
それぞれのガス流路１１４に導かれ、複数のガス放出穴１１５から均一に放出される。
【００４８】
　本実施の形態によれば、各導波管１０２毎に複数の誘電体板１０４を設け、誘電体板１
０４間のピッチをスロット１０３間のピッチと等しく設定したことにより、誘電体板が著
しく小型化され、誘電体板の熱膨張の影響が小さくなるため、誘電体板１０４と隣接する
部材との間の隙間を小さく設定することができる。このため、基板が大面積化しても、誘
電体板と隣接する部材との間の隙間でプラズマが発生することがなく、均一で安定なプラ
ズマを効率よく生成することができる。
【００４９】
　また、仕切り部材１０６に複数のガス放出穴１１５を設けることにより、ガス放出穴間
のピッチを小さく設定することができる。結果として、基板１０７全面にわたってほぼ均
一にガスが供給され、誘電体板１０４と基板１０７の間隔を狭くしてもむらの少ない均一
な処理が行える。また、仕切り部材１０６は導体からなり、かつ接地されているため、ガ
ス放出穴の内部にマイクロ波電界が印加されてプラズマが発生するという問題は生じない
。
【００５０】
　さらに、気密保持部を誘電体板１０４のスロット１０３側の面と真空容器１０１との間
に設けることにより、誘電体板１０４が大気と接する面積が減少して大気圧により誘電体
板１０４が受ける力が小さくなるので、誘電体板１０４保持部の必要強度が低下する。こ
のため、誘電体板１０４の保持機能を有する仕切り部材１０６の幅を狭くすることができ
る。結果として、仕切り部材１０６周辺のプラズマ密度の低下が抑えられ、プラズマの均
一性を向上させることができる。
【００５１】
　このように、基板が大面積化してプラズマ生成領域が拡がっても、広範囲な使用条件に
おいて均一で安定したプラズマを効率よく発生させることができる。さらに、プラズマ処
理に必要なガスが基板全面にわたってほぼ均一に供給されるため、誘電体板１０４と基板
１０７との距離を狭くしても均一な処理が行える。結果として、本装置は極めて汎用性に
富み、均一かつ高速で高性能な処理を行うことができる。
【００５２】
　本発明のプラズマ処理装置は、プラズマ励起に高周波を用いた平行平板プラズマ処理装
置や誘導結合プラズマ処理装置と比較してプラズマ励起周波数が高いため、電子温度が低
く密度が高いプラズマが得られる。例えば、従来の平行プラズマ処理装置では、電子温度
が３ｅＶ～１０ｅＶ程度、電子密度が１０１０～１０１１ｃｍ－３程度であるが、本発明
のプラズマ処理装置では、電子温度が０．３ｅＶ～３ｅＶ、電子密度が１０１１～１０１

３ｃｍ－３程度である。このため、高速かつ基板に損傷を与えない優れた処理が行える特
長がある。
【００５３】
　本発明のプラズマ処理装置を、有機ＥＬディスプレイ製造工程の一部の処理に適用した
。適用した処理は、プラズマ化学気層反応法によるシリコン窒化膜の成膜である。ガス供
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給システム１１６から、「Ａr、ＳiＨ４、およびＮＨ３」の混合ガスを供給し、ガス流路
１１４を通してガス放出穴１１５から真空容器１０１内に導入するとともに、真空ポンプ
を用いて排気口１１０から排気した。各ガスの流量は、それぞれ４００ｓｃｃｍ、３０ｓ
ｃｃｍ、および１２０ｓｃｃｍに設定した。基板１０７としてガラス基板を用いた。基板
温度は３００℃に設定した。
【００５４】
　シリコン窒化膜は、ゲート絶縁膜、層間絶縁膜、または保護膜として用いられ、絶縁耐
圧の高耐圧化、リーク電流の低減、および成膜速度の高速化が求められている。従来の平
行平板プラズマ処理装置を用いて形成したシリコン窒化膜の絶縁耐圧は、例えば５．４Ｍ
Ｖ／ｃｍ、リーク電流は２．４×１０－６Ａ／ｃｍ－２であり、成膜速度は１１０ｎｍ／
ｍｉｎであった。一方、本発明のプラズマ処理装置を用いて形成した薄膜の絶縁耐圧は、
例えば１１．８ＭＶ／ｃｍ、リーク電流１．６×１０－８Ａ／ｃｍ－２であり、成膜速度
は２８０ｎｍ／ｍｉｎであった。このように、従来のプラズマ処理装置と比較して優れた
特性のシリコン窒化膜を高速に形成することができる。さらに、均一性も大幅に改善され
た。
【００５５】
　本実施の形態では、誘電体板１０４は矩形であるが、円柱形や多角形であってもよい。
誘電体板１０４の厚さは一様であってもよい。仕切り部材１０６と真空容器１０１は一体
であってもよく、また、絶縁物等で覆われていてもよい。仕切り部には段差を設けなくて
もよい。導波管１０２はリッジ導波管や円形導波管等であってもよい。導波管１０２は２
本以外であってもよく、導波管あたりのスロット１０３の数は１２個以外であってもよく
、ガス流路１１４は６本以外であってもよい。ガス供給システム１１６、ガス流路１１４
、およびガス放出穴１１５を複数系統備え、それぞれ異なるガスが供給されるように構成
してもよい。導波管１０２には、スロット１０３が「λg／２」ピッチで２列に配列され
ているが、１列であってもよい。また、一方の列と他方の列とが互い違いに配列されても
よい。
【００５６】
　本実施の形態では、可動のプランジャ１１１を設け、プランジャの位置を変えることに
より管内波長を調節しているが、マイクロ波供給システム１１３で発生するマイクロ波の
周波数ｆを変えることにより管内波長を調節するようにしてもよい。この場合には、可動
のプランジャ１１１は不要である。
【００５７】
　本発明のプラズマ処理装置を用いて、マイクロ波の周波数ｆを変えたときに、プラズマ
の分布がどのように変化するかを調べた。図６に、導波管軸方向の基板上における電子密
度分布を示す。プランジャ位置ｈは、１７．７ｍｍに固定にした。スロット１０３間のピ
ッチは、７１．０ｍｍに設定した。導入したガスは「Ａr」で、ガス流量は７００ｓｃｃ
ｍ、圧力は１００Ｐaである。
【００５８】
　マイクロ波供給システム１１３で発生するマイクロ波の周波数を標準周波数より０．０
２ＧＨz低い２．４３ＧＨzに設定すると（破線参照）、「λg／２」は７０．８ｍｍとな
る。このとき、基板上の電子密度はマイクロ波導入側で高く、端面側で低くなっている。
次に、標準周波数である２．４５ＧＨzに設定すると（実線参照）、「λg／２」は若干短
くなり、７０．１ｍｍとなる。このとき、基板上の電子密度はほぼ均一になっている。次
に、標準周波数より０．０２ＧＨzだけ高い２．４７ＧＨzに設定すると（一点鎖線）、「
λg／２」は更に短くなり、６９．４ｍｍとなる。このとき、基板上の電子密度はマイク
ロ波導入側で低く、端面側で高くなっている。このように、マイクロ波の周波数により導
波管軸方向におけるプラズマの分布が変化し、また周波数を変えて管内波長λgを最適化
することにより、均一なプラズマが得られることが分かる。
【００５９】
　図７は、ガス放出部の別の形態を示した断面図である。ガス穴付ボルト１１７には、ガ
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ス放出穴１１８が開口されている。仕切り部材１０６は、複数のガス穴付ボルト１１７に
より真空容器１０１に固定される。各々のガス放出穴１１８はガス流路１１４につながっ
ており、ガス流路１１４に導入されたガスは、複数のガス放出穴１１８から真空容器１０
１の内部に放出される。ガス穴付ボルト１１７が、仕切り部材１０６および誘電体板１０
４を保持する機能と、ガスを放出する機能とを兼ねるため、構造を単純化することができ
る。
【００６０】
　図８は、ガス放出部のさらに別の形態を示した縦断面図である。仕切り部材１０６には
、例えばアルミナからなる多孔質部材１１９が備えられている。ガス流路１１４により多
孔質部材１１９まで導かれたガスは、多孔質部材１１９中を通り抜けて真空容器１０１の
内部に放出される。ガス放出穴からガスを放出するよりも、より均一に放出することが可
能である。
【実施例２】
【００６１】
　図９は本発明のプラズマ処理装置における第２の実施例を示す断面図である。ここでは
、第１の実施例との相違点についてのみ説明する。
【００６２】
　導波管１０２の載置台１０８側の面には、各スロット１０３毎に直方体形状の誘電体板
１０４が配置されている。なお、誘電体板１０４を複数の導波管１０２に跨って配列する
構成であってもよい。
【００６３】
　導波管１０２の内部には、導波管内誘電体２０１が設けられている。導波管内誘電体２
０１は比誘電率２．１のフッ素樹脂からなるが、石英、ムライト、アルミナ、サファイア
、イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等であってもよい。このように、導波管の内部
に誘電体を挿入すると、導波管断面の寸法および管内波長λgが縮小される。導波管内誘
電体の比誘電率を「εｒ」とすると、導波管断面の寸法および管内波長λgは、中空の場
合と比較して「１／εｒ

１／２」倍となる。導波管１０２の内部に導波管内誘電体２０１
を設けることにより、導波管１０２の断面寸法が小さくなり装置を小型化することができ
る。さらに、スロット１０３間のピッチが小さくなるため、ガス放出穴間のピッチが小さ
くなり、より均一にガスを放出することができる。
【００６４】
　スロット１０３の内部には、平板状のスロット内誘電体２０２，２０３が設けられてい
る。スロット内誘電体２０２，２０３は誘電率が異なり、例えば、スロット内誘電体２０
２は比誘電率２．１のフッ素樹脂からなり、スロット内誘電体２０３は比誘電率３．８の
石英からなる。スロット内誘電体２０２，２０３は、ムライト、アルミナ、サファイア、
イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等であってもよい。
【００６５】
　このように、スロット１０３の内部に誘電体を挿入すると、スロット１０３から放出さ
れるマイクロ波の強度が変化する。また、スロット内誘電体の誘電率により、スロット１
０３から放出されるマイクロ波の強度を変えてプラズマの分布を制御することができる。
現実的には、誘電率を連続的に変えることは困難なため、本実施の形態では、誘電率の異
なる二つの誘電体をスロットに挿入し、それらの厚さを変えることによりスロット１０３
内の実効的な誘電率を変えてスロット１０３から放出されるマイクロ波の強度を制御して
いる。
【００６６】
　プラズマ処理装置内のプラズマ密度は、基板の周辺部において低くなる傾向がある。こ
のため、周辺部のスロットから放出されるマイクロ波の強度が他よりも大きくなるように
設定すれば、均一なプラズマが得られやすい。本実施の形態では、導波管１０２の両端の
スロット１０３においては、スロット内誘電体２０２，２０３の厚さをそれぞれ４ｍｍお
よび６ｍｍに、それ以外のスロットでは、スロット内誘電体２０２，２０３両者共５ｍｍ
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に設定した。
【００６７】
　本発明のプラズマ処理装置を用いて、スロット内誘電体２０２，２０３の厚さを変えた
ときに、導波管軸方向における基板上の電子密度の分布がどのように変化するかを調べた
結果を図１０に示す。導入したガスは「Ａr」で、ガス流量は７００ｓｃｃｍ、圧力は１
００Ｐaである。
【００６８】
　全てのスロット１０３においてスロット内誘電体２０２，２０３の厚さを５ｍｍに設定
した場合（実線）には、基板の両端において電子密度が低下していることが分かる。一方
、両端のスロット１０３においてのみ、スロット内誘電体２０２，２０３の厚さをそれぞ
れ４ｍｍおよび６ｍｍに設定した場合（破線）には、基板の両端において電子密度の低下
が抑えられ、ほぼ均一な分布になっていることが分かる。これは、両端のスロット１０３
においてスロット内誘電体２０３の厚さをスロット内誘電体２０２よりも厚くしたことに
より、両端のスロット１０３から放出されるマイクロ波の強度が他よりも強くなったため
である。このように、スロット内誘電体２０２，２０３それぞれの厚さを変えることによ
り、導波管軸方向のプラズマの分布を細かく最適化することができる。
【００６９】
　本実施の形態では、スロット内誘電体を図９において左右方向に２分割にしているが、
２分割以外であってもよい。また、図９において上下方向に分割してもよいし、紙面に垂
直方向に分割してもよい。
【実施例３】
【００７０】
　図１１は、本発明のプラズマ処理装置における第３の実施例を示す断面図である。図１
２は図１１におけるＡ－Ａ断面図である。ここでは、第１の実施例との相違点についての
み説明する。
【００７１】
　単一の矩形導波管３０１は、Ｅ面（矩形導波管の狭壁面）が基板１０７と平行になるよ
うに配置されている。導波管３０１の一端は短絡面になっており、もう一端にはマイクロ
波供給システム１１３が接続されている。本実施の形態では、細長いプラズマを発生させ
ることができるため、細長い部材にプラズマ処理を行う場合や、大面積基板を導波管軸に
垂直方向に移動させながらプラズマ処理を行う場合に適している。
【００７２】
　導波管３０１の載置台１０８側の面には、複数のスロット１０３が等間隔に開口されて
いる。導波管３０１の載置台１０８側の面には、各スロット１０３毎に直方体形状の誘電
体板１０４が配置されている。スロット１０３間の導波管軸方向のピッチ、および導波管
３０１の端面から直近のスロットまでの距離は、およそ「ｎ×λg／２」（ｎは自然数）
とすればよい。本実施例では、「ｎ＝１」に設定されているが、「１」以外の自然数であ
ってもよい。
【００７３】
　本実施の形態では、導波管３０１のＥ面を構成し、上下に移動するプランジャ３０２が
設けられている。プランジャ３０２には、例えばステンレスからなる支持棒３０４が固定
されている。導波管３０１の外部から支持棒３０４とともにプランジャ３０２を上下に移
動させて導波管３０１のＨ面の幅を変化させることにより、管内波長を調整することがで
きる。例えば、プランジャ３０２を上方向に移動させると、Ｈ面の幅が広くなり管内波長
は短くなる（上記式（１）参照）。また、複数のプランジャ３０２を導波管軸方向に並べ
て配列してもよい。この場合、各プランジャ３０２毎にＨ面の幅を変化させることにより
、より精密に管内波長を調整することが可能である。本実施の形態では、管内波長を調整
する機能を備えることにより、極めて広範囲な使用条件において常に均一なプラズマを生
成することができる。
【００７４】
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　プランジャ３０２には、チョーク誘電体３０３が設けられている。チョーク誘電体３０
３は比誘電率９．４のアルミナからなるが、フッ素樹脂、石英、ムライト、サファイア、
イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等か、あるいは中空であってもよい。図１１のｄ
部の長さは、チョーク誘電体３０３中におけるマイクロ波の波長の「１／４」すなわち「
λ０／（４×εｒ

１／２）」に設定されている。ここで、「λ０」は、マイクロ波供給シ
ステム１１３が発生するマイクロ波の自由空間中の波長であり、「εｒ」は、チョーク誘
電体３０３の比誘電率である。
【００７５】
　このような構造は、チョーク構造と呼ばれ、導波管のフランジや、整合器等の導波管摺
動部等に用いられている。
【００７６】
　次に、チョーク構造の動作原理を説明する。
【００７７】
　チョーク誘電体３０３部は、終端面を短絡されたマイクロ波の導波路として動作し、入
射波と反射波との干渉により定在波が発生している。図１１のＢ部は短絡面となっており
、チョーク誘電体３０３内の電界は「ゼロ」で、壁面に流れる電流は最大となっている。
一方、Ｂ部から「１／４」波長離れたＣ部においては、チョーク誘電体３０３内の電界は
最大、壁面に流れる電流は「ゼロ」となっている。また、Ｂ部から「１／２」波長離れた
Ｄ部は等価的に短絡面となっており、チョーク誘電体３０３内の電界は「ゼロ」で、壁面
に流れる電流は最大となっている。
【００７８】
　Ｄ部が等価的に短絡面となっていることから、チョーク構造があってもなくても導波管
３０１内の電磁波の分布は変わらない。また、Ｃ部において壁面に流れる電流が「ゼロ」
になっているため、摺動部に多少隙間があってもマイクロ波の漏洩や放電等が発生せず、
マイクロ波を確実に伝搬させることができる。
【００７９】
　支持棒３０４と真空容器１０１との間には、シールドスパイラル３０５が設けられてお
り、装置外部へのマイクロ波の漏洩を確実に防止できるようになっている。
【００８０】
　図１２のように、仕切り部材１０６には、真空容器１０１の内部にガスを放出するため
の複数のガス放出穴３０７、および複数のガス放出穴３０７にガスを導くためのガス流路
３０６が設けられている。ガス流路３０６は、ガス供給システムに接続されている。
【００８１】
　本実施の形態では、導波管３０１は単一であるが、複数の導波管３０１を並べて配列し
てもよく、また誘電体板１０４を複数の導波管３０１に跨って配列してもよい。スロット
１０３の数は６個以外であってもよく、ガス流路３０６は７本以外であってもよい。ガス
供給システム、ガス流路３０６、およびガス放出穴３０７を複数系統備え、それぞれ異な
るガスが供給されるように構成してもよい。誘電体板１０４の厚さはスロット１０３から
の距離に応じて分布を持たせてもよい。導波管３０１、およびスロット１０３の内部は中
空となっているが、第２の実施の形態で説明したように誘電体を挿入してもよい。プラン
ジャ３０２と導波管３０１との間にはチョーク構造の代わりにシールドスパイラルや板ば
ね等を設けてもよい。また、シールドスパイラル３０５は設けなくてもよい。
【実施例４】
【００８２】
　図１３は、本発明のプラズマ処理装置における第４の実施例を示す断面図である。ここ
では、第３の実施例との相違点についてのみ説明する。
【００８３】
　単一の矩形導波管４０１は、Ｅ面が基板１０７と平行になるように配置されている。導
波管４０１の一端は短絡面になっており、もう一端にはマイクロ波供給システム１１３が
接続されている。
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【００８４】
　導波管４０１内には、導波管４０１の上面に開口された複数の穴から、それぞれ波長調
整ロッド４０２が挿入されている。波長調整ロッド４０２は、「λg／２」間隔で等間隔
に配列されているが、これ以外の間隔であってもよい。波長調整ロッド４０２は金メッキ
を施した銅からなるが、アルミニウム、フッ素樹脂、石英、ムライト、アルミナ、サファ
イア、イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等であってもよい。導波管４０１の外部か
ら各々の波長調整ロッド４０２を上下に移動させて、導波管４０１に挿入される長さを変
えることにより、管内波長λgを調整することができる。
【００８５】
　本実施の形態では、導波管４０１は単一であるが、複数の導波管４０１を並べて配列し
てもよく、また誘電体板１０４を複数の導波管４０１に跨って配列してもよい。導波管３
０１およびスロット１０３の内部は中空となっているが、誘電体を挿入してもよい。波長
調整ロッド４０２と導波管４０１との間には、チョーク構造、シールドスパイラルや板ば
ね等を設けてもよい。
【実施例５】
【００８６】
　図１４は、本発明のプラズマ処理装置における第５の実施例を示す断面図である。ここ
では、第３の実施例との相違点についてのみ説明する。
【００８７】
　単一の矩形導波管５０１は、Ｅ面が基板１０７と平行になるように配置されている。導
波管５０１の一端は短絡面になっており、もう一端にはマイクロ波供給システム１１３が
接続されている。
【００８８】
　導波管５０１の載置台１０８側の面には、複数のスロット１０３が等間隔に開口されて
いる。スロット１０３の内部にはスロット内誘電体５０４が挿入されており、スロット１
０３から放出されるマイクロ波の強度が適切になされるよう構成されている。スロット内
誘電体５０４はアルミナからなるが、フッ素樹脂、石英、ムライト、サファイア、イット
リア、窒化アルミ、窒化シリコン等か、あるいは中空であってもよい。
【００８９】
　導波管５０１内には、導波管５０１の内寸より小さな直方体形状の導波管内誘電体５０
２が挿入されている。導波管内誘電体５０２はフッ素樹脂からなるが、石英、ムライト、
アルミナ、サファイア、イットリア、窒化アルミ、窒化シリコン等であってもよい。導波
管内誘電体５０２には、例えばフッ素樹脂からなる支持棒５０３が固定されている。導波
管５０１の外部から支持棒５０３とともに導波管内誘電体５０２を上下に移動させること
により、管内波長λgを調整することができる。
【００９０】
　上記式（１）によれば、中空の導波管の内部に誘電体を設置すると、管内波長λgが短
くなることが分かる。誘電体の大きさが導波管の内寸よりも小さい場合には、導波管内の
電界のより強い部分に誘電体を設置すると、管内波長λgがより短くなる。矩形導波管の
対面するＨ面間にかかる電界は、Ｈ面の中心線上で最も強く、Ｅ面に近づくにつれて弱く
なる。従って、導波管内誘電体５０２をＨ面の中心線上に配置すると管内波長λgが最も
短くなり、中心線から上または下に移動させるとともに長くなる。このように、導波管内
誘電体５０２の位置により管内波長を調整するようにすれば、シールドスパイラルやチョ
ーク構造等を用いなくてもマイクロ波を確実に伝搬させることができる。
【００９１】
　本実施の形態では、導波管５０１は単一であるが、複数の導波管５０１を並べて配列し
てもよく、また誘電体板１０４を複数の導波管５０１に跨って配列してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００９２】
　導波管に導入されたマイクロ波を誘電体板にスロットを通して伝搬させ、真空容器中に
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供給されたガスをプラズマ化させて基板表面にプラズマ処理を施す際、並列配置される各
導波管毎に複数誘電体板を設け、隣り合う誘電体板間に導体からなり接地された仕切り部
材を配置し、プランジャを上下に動かして、導波管の管内波長を最適値に調整することに
よって、誘電体板と隣接する部材との隙間で意図しないプラズマが発生することがないの
で、安定したプラズマを効率よく発生させることが必要な用途に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】本発明のプラズマ処理装置における実施の一形態を断面で示す図である。(実施
例１)
【図２】図１におけるＡ－Ａ断面を示す図である。
【図３】図１におけるＢ－Ｂ断面を示す図である。
【図４】導波管軸に垂直方向における基板上の電子密度分布を示す図である。
【図５】導波管軸方向における基板上の電子密度分布のプランジャ位置ｈ依存性を示す図
である。
【図６】導波管軸方向における基板上の電子密度分布の周波数ｆ依存性を示す図である。
【図７】ガス穴付ボルトを備えたガス放出部の断面を示す図である。
【図８】多孔質部材を備えたガス放出部の断面を示す図である。
【図９】本発明のプラズマ処理装置における実施の一形態を断面で示す図である。（実施
例２）
【図１０】導波管軸方向における基板上の電子密度分布のスロット内誘電体厚さ依存性を
示す図である。（実線：全てのスロットにおいてスロット内誘電体２０２，２０３の厚さ
を５ｍｍに設定した場合。破線：両端のスロットにおいてのみ、スロット内誘電体２０２
，２０３の厚さをそれぞれ４ｍｍ、および６ｍｍに、他のスロットにおいては５ｍｍに設
定した場合。）
【図１１】本発明のプラズマ処理装置における実施の一形態を断面で示す図である。(実
施例３)
【図１２】図１１におけるＡ－Ａ断面を示す図である。
【図１３】本発明のプラズマ処理装置における実施の一形態を断面で示す図である。(実
施例４)
【図１４】本発明のプラズマ処理装置における実施の一形態を断面で示す図である。(実
施例５)
【符号の説明】
【００９４】
　１０１　　真空容器
　１０２、３０１、４０１、５０１　　導波管
　１０３　　スロット
　１０４　　誘電体板
　１０５　　Ｏリング
　１０６　　仕切り部材
　１０７　　基板
　１０８　　載置台
　１０９　　ベローズ
　１１０　　排気口
　１１１、３０２　　プランジャ
　１１２、３０５　　シールドスパイラル
　１１３　　マイクロ波供給システム
　１１４、３０６　　ガス流路
　１１５、１１８、３０７　　ガス放出穴
　１１６　　ガス供給システム
　１１７　　ガス穴付ボルト
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　１１９　　多孔質部材
　２０１、５０２　　導波管内誘電体
　２０２、２０３、５０４　　スロット内誘電体
　３０３　　チョーク誘電体
　３０４、５０３　　支持棒
　４０２　　波長調整ロッド

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】



(22) JP 5213150 B2 2013.6.19

10

20

30

フロントページの続き

(72)発明者  平山　昌樹
            宮城県仙台市青葉区片平二丁目１番１号　国立大学法人東北大学内

    審査官  林　靖

(56)参考文献  特開２００２－２４６３７２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－２０８８９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－１４８９０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開平０１－１２９９０１（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開平１０－３３５０９５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１５１７９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１６４３３０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－０８３８９５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１６７９００（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－１９７７５９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１７０８１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－３１６１９８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－１６５５５１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－０２６１８７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０３１１１２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－２３５４３４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－５０１０７４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０５Ｈ　　　１／００－１／５４
              Ｃ２３Ｃ　　１４／００－１４／５８　　　　
              Ｃ２３Ｃ　　１６／００－１６／５６　　　
              Ｈ０１Ｌ　　２１／３０２
              Ｈ０１Ｌ　　２１／３０４
              Ｈ０１Ｌ　　２１／４６１　　　
              Ｈ０１Ｌ　　２１／３０６５
              Ｈ０１Ｌ　　２１／２０５
              Ｈ０１Ｌ　　２１／３１
              Ｈ０１Ｌ　　２１／３６５
              Ｈ０１Ｌ　　２１／４６９
              Ｈ０１Ｌ　　２１／８６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

